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厚生労働省合算 平成１７年度省庁別財務書類の概要 

 
 

１．作成目的 

一般会計及び特別会計を合算した厚生労働省の財務

状況を開示。 

２．作成方法 

「省庁別財務書類の作成基準」に基づき作成（省庁内

部における取引等を相殺消去）。 

３．各財務書類の表す財務情報 

（貸借対照表） 

資産及び負債の状況を開示。 

（業務費用計算書） 

本年度に発生した費用の状況を開示。 

（資産・負債差額増減計算書） 

貸借対照表の前年度末資産・負債差額と本年度末資

産・負債差額の増減を要因別に開示。 

（区分別収支計算書） 

歳入歳出決算の財政資金の流れを区分別に開示。 

 

資産合計は 1 兆 7,982 億円の減少、負債合計は 2 兆

6,243億円の減少、資産・負債差額は8,260億円の改善、

業務費用は 2 兆208 億円の増加となりました。資産合計

の減少の主な要因は現金・預金の減 15 兆 5,771 円であ

ります。負債合計の減少の主な要因は、公的年金預り

金の減 2 兆 5,259 億円であります。資産・負債差額の改

善の主な要因は、業務費用と財源の差額△1兆1,682億

円、資産評価差額△1,906億円及び公的年金預り金の変

動に伴う増減 2 兆 5,259 億円であります。業務費用の増

加の主な要因は、年金資金運用基金への交付金の増 1

兆849億円、基礎年金給付費の増8,268億円、厚生年金

保険給付費の増 4,564 億円であります。 

＜主な増減内容＞ 

１．貸借対照表 

（資産） 

現金・預金…厚生保険特会 △16 兆 2,865 億円 

貸付金…対地方公共団体 ＋0 億円 

運用寄託金…厚生保険特会 +11 兆 1,963 億円 

貸倒引当金…国民年金特会 △1,537 億円 

有形固定資産…本年度増加 ＋399 億円 

         …本年度減少 △5,982 億円 

         …減価償却額 △899 億円 

         …評価差額 △1,906 億円 

出資金…年金資金運用基金 +3 兆 2,549 億円 

年金・健康保険福祉施設整理機構 +1,921 億円 

（負債） 

公的年金預り金…厚生年金 △2 兆 1,355 億円 

           国民年金 △3,903 億円 

２．業務費用計算書 

健康保険給付費 +1,118 億円 

厚生年金保険給付費 +4,564 億円 

基礎年金給付費 +8,268 億円 

補助金等 △1,182 億円 

年金資金運用基金への交付金 +1 兆 849 億円 

３．資産・負債差額増減計算書 

本年度業務費用合計と財源合計との差額（財源不足） 

 △1 兆 1,682 億円 

（左記(A) + (B)により算出）⇒企業会計の「当期純損失」に相当 

公的年金預り金の変動に伴う増減 

…厚生年金 +2 兆 1,355 億円 

         国民年金 +3,903 億円 

４．区分別収支計算書 

財源  …前年度剰余金受入 +1,174 億円 

       資金からの受入 +6 兆 7,016 億円 

業務支出 … 

健康保険給付費 +1,118 億円 

厚生年金保険給付費 +4,482 億円 

基礎年金給付費 +8,268 億円 

年金資金運用基金への交付金 +1 兆 849 億円 

省庁別財務書類について 主な増減内容 

 貸 借 対 照 表 (単位:十億円） 

 前年度 17年度 増減 前年度 17年度 増減 

＜ 資産の部 ＞ ＜ 負債の部 ＞ 

現金・預金 90,102 74,524 △15,577 未払金等 4,756 4,708 △47 

未収金等 5,266 4,931 △335 賞与引当金 29 29 0 

貸付金 153 153 0 借入金 1,714 1,707 △7 

運用寄託金 71,693 83,007 11,314 責任準備金 7,966 7,933 △32 

貸倒引当金 △2,048 △1,859 188 公的年金預り金 150,127 147,601 △2,525 

有形固定資産 2,488 1,649 △838 退職給付引当金 705 694 △11 

国有財産（公共用財産除く） 2,402 1,586 △816 その他の負債 52 52 0 

物品 86 63 △22    

無形固定資産 49 43 △5    

出資金 2,010 5,460 3,450    

その他の資産 6 12 5 負債合計 165,350 162,726 △2,624 

  ＜ 資産・負債差額の部 ＞ 

 

 

 業務費用計算書 (単位:十億円）

 前年度 17年度 増減

人件費 396 398 2

退職給付引当金等繰入額 82 80 △1

厚生年金保険給付費 21,614 22,071 456

基礎年金給付費 11,811 12,638 826

その他の社会保障費 11,410 11,404 △5

補助金等 13,195 13,077 △118

委託費等 882 842 △39

年金資金運用基金への交付金 50 1,135 1,084

運営費交付金 205 202 △2

庁費等 426 414 △11

責任準備金繰入額 3 △32 △36

減価償却費 112 106 △6

貸倒引当金繰入額等 1,013 933 △79

利払費 17 17 △0

資産処分損益 18 26 7

出資金等評価損 147 13 △134

その他の業務費用 366 446 79

本年度業務費用合計 61,755 63,776 2,020

 

資産・負債差額増減計算書 (単位:十億円） 

 前年度 17年度 増減 

前年度末資産・負債差額 9,156 4,372 △4,784 

本年度業務費用合計 (A) △61,755 △63,776 △2,020 
財源合計 (B) 63,528 62,608 △920 

自己収入 42,775 41,442 △1,333 

その他の財源 20,753 21,166 412 

資産評価差額等 △159 △540 △380 

公的年金預り金の変動に伴う増減 △6,406 2,525 8,932 

その他資産・負債差額の増減 8 8 △0 

本年度末資産・負債差額 4,372 5,198 826 

  
 

 区分別収支計算書 (単位:十億円） 

  前年度 17 年度 増減 

業務収支 3,176 4,382 1,205 

 財源 63,850 70,473 6,623 

 業務支出 △60,673 △66,091 △5,418 

財務収支 △32 △24 8 

本年度収支（業務収支＋財務収支） 3,143 4,357 1,214 

資金への繰入等 △1,207 △2,485 △1,277 

翌年度歳入繰入 1,936 1,872 △6３ 

資金残高等 88,166 72,652 △15,513 

本年度末現金・預金残高 90,102 74,524 △15,577 

 

 

（カッコ内は前年度からの増減額） 

（貸借対照表） 

・現金・預金 74 兆 5,248 億円 (△15 兆 5,771 億円) 

厚生保険特会 56 兆6,351 億円 (△16 兆2,865 億円) 

国民年金特会 6 兆578 億円 (△8,035 億円) 

労働保険特会 11 兆7,103 億円 （+1 兆5,077 億円） 

・出資金     5 兆 4,606 億円  （+3 兆 4,500 億円） 

 年金資金運用基金 3 兆8,220 億円 （+3 兆2,474 億円）  

・公的年金預り金 147 兆 6,012 億円 (△2 兆 5,259 億円） 

厚生保険特会 137 兆4,935 億円 (△2 兆1,355 億円) 

国民年金特会 10 兆1,076 億円 (△3,930 億円)  

（業務費用計算書） 

・補助金等 13 兆 770 億円 (△1,182 億円） 

補助金 1 兆3,798 億円 （△337 億円） 

負担金 10 兆 962 億円 (△1,469 億円) 

交付金 1 兆5,802 億円 （+617 億円） 

平成 17 年度について 

  

  資産・負債差額 4,372 5,198 826 

資産合計 169,723 167,924 △1,798 負債及び資産・負債差額合計 169,723 167,924 △1,798 

主な残高の内訳 

留意点 




